関係機関調整状況一覧表（記載例）様式⑧

	番号
	法　　　令　　　等
	適用の
有　無
	内　　　容
	調　整　状　況

	１
	国土利用計画法
	　無
	☑一定面積以上の土地取引
	令和○年○月○日
市○○課
届出済

	２
	茨城県県土利用の調整に関する基本要綱
	　無
	☑５ha以上（農地の場合は
４ha超）の土地開発事業　
	令和○年○月○日
県地域振興課
協議中

	３
	首都圏近郊緑地保全法
	有　
	□近郊緑地保全区域
	令和○年○月○日
市○○課（○○主任）
確認済

	４
	工場立地法
	有　
	□特定工場の敷地内　
	令和○年○月○日
市○○課（○○主任）
確認済

	５
	自然公園法
	有　
	□特別地域
□普通地域
	令和○年○月○日
県環境政策課（○○係長）
確認済

	６
	茨城県立自然公園条例
	有　
	□特別地域
□普通地域
	令和○年○月○日
県環境政策課（○○係長）
確認済

	７
	環境影響評価法
	有　
	□環境アセスメント対象（法）
	令和○年○月○日
県環境政策課（○○主任）
適用有の場合は主務省庁との調整が必要

	８
	茨城県環境影響評価条例
	有　
	□環境アセスメント対象（条例）
	令和○年○月○日
県環境政策課（○○主任）
確認済

	９
	茨城県地球環境保全行動条例
	　無
	☑一定規模以上の事業場
　（特定事業場）
	令和○年○月○日
県環境政策課（○○主任）工事完成後翌６月末迄に緑化推進業務状況報告書提出。以降３年に1回の報告

	10
	鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律
	有　
	□鳥獣保護区特別保護地区　
	令和○年○月○日
県環境政策課（○○係長）
確認済

	11
	茨城県自然環境保全条例
	有　
	□自然環境保全地域　
□緑地環境保全地域
	令和○年○月○日
県環境政策課（○○係長）
確認済

	12
	土壌汚染対策法
	　無
	☑土地の形質の変更
（3,000㎡以上）　
	令和○年○月○日
県資源循環推進課（○○係長）
工事着手30日前までに届出要

	13
	廃棄物の処理及び清掃に関する法律
	有　
	□指定区域
	令和○年○月○日
県廃棄物規制課（○○係長）
確認済




	番号
	法　　　令　　　等
	適用の
有　無
	内　　　容
	調　整　状　況

	14 
	茨城県土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
	有　
	□土砂等による土地の埋立て等
	令和○年○月○日
県廃棄物規制課（○○係長）
事業区域内の土砂のみを用いた埋立てのため適用除外

	15
	茨城県土砂等による土地の埋立て等に関する事前協議要領
	有　
	□土砂等による土地の埋立て等
	令和○年○月○日
県廃棄物規制課（○○係長）
確認済

	16
	採石法
	有　
	□岩石採取場の敷地内
	令和○年○月○日
県技術革新課（○○係長）
確認済

	17
	砂利採取法
	有　
	□砂利採取場の敷地内
	令和○年○月○日
県技術革新課（○○係長）
確認済

	18
	森林法（第10条の２）開発行為の許可
	　無
	☑地域森林計画対象民有林
	令和○年○月○日
県林政課（○○主査）
事前協議書提出済

	19
	森林法（第10条の８）伐採及び伐採後の造林の届出
	有　
	□地域森林計画対象民有林
	面積１ha超のため、上記の許可が必要

	20
	森林法（第10条の７の２）森林の土地所有者となった旨の届出等
	有　
	□森林の土地の取得
	令和○年○月○日
市○○課　確認済
国土利用計画法の届出提出の場合不要

	21
	森林法（第26条、第26条の２、第27条第１項）保安林の指定の解除
	有　
	□保安林
	令和○年○月○日
県林業課（○○係長）
確認済

	22
	森林法（第34条第２項）保安林内作業許可
	有　
	□保安林
	令和○年○月○日
県林業課（○○係長）
確認済

	23
	茨城県水源地域保全条例（第９条）水源地域の土地の所有権等の移転届出
	有　
	□水源地域の土地の取得
	令和○年○月○日
○○農林事務所○○課
（○○係長）確認済

	24
	農地法
	　無
	☑農地
□採草放牧地
	令和○年○月○日
市○○課　協議中

	25
	農業振興地域の整備に関する法律（農振法）
	　無
	☑農用地区域
	令和○年○月○日
市○○課　協議中

	26
	河川法
	有　
	□河川区域 
□河川保全区域 
□（河川立体区域）
	令和○年○月○日
○○土木事務所○○課（○○係長）確認済




	
番号
	法　　　令　　　等
	適用の
有　無
	内　　　容
	調　整　状　況

	27
	海岸法
	有　
	□海岸保全区域
□一般公共海岸区域
	令和○年○月○日
○○土木事務所○○課（○○係長）
確認済

	28
	砂防法
	有　
	□砂防指定地
	令和○年○月○日
○○土木事務所○○課（○○係長）
確認済

	29
	地すべり等防止法
	有　
	□地すべり防止区域 　
	令和○年○月○日
○○土木事務所○○課（○○係長）
確認済
令和○年○月○日
林業課（○○係長）
確認済

	30
	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律
	　無
	☑急傾斜地崩壊危険区域 
	令和○年○月○日
○○土木事務所○○課（○○係長）
協議中

	31
	土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
	　無
	□土砂災害特別警戒区域
☑土砂災害警戒区域
	令和○年○月○日
○○土木事務所○○課（○○係長）
協議中

	32
	特定都市河川浸水被害対策法
	有　
	□特定都市河川流域
	令和○年○月○日
○○土木事務所○○課（○○係長）
協議中

	33
	都市計画法
	有　
	□開発許可が必要な開発行為
	令和○年○月○日
県建築指導課（○○主任）
確認済

	
	
	
	□風致地区
□地区計画
	令和○年○月○日
市○○課（○○主任）
確認済

	
	
	
	□排水
	令和○年○月○日
県河川課（○○係長）
確認済

	34
	景観法
	有　
	□景観計画に定める行為
	※対象市町村外

	35
	茨城県景観形成条例
	有　
	□条例に定める大規模行為
	令和○年○月○日
県都市計画課（○○係長）確認済

	36
	都市緑地法
	有　
	□特別緑地保全地区
	※対象市町村外
（注）水戸市のみ該当

	37
	茨城県土地開発事業の適正化に関する指導要綱
	　無
	☑１ha以上の土地の区画形質変更
	令和○年○月○日
県建築指導課（○○主任）
協議中

	
	
	
	☑排水
	令和○年○月○日
県河川課（○○係長）
協議中

	38
	宅地造成及び特定盛土等規制法
	有　
	☐許可が必要な宅地造成等
☐届出が必要な宅地造成等
□許可・届出不要
	令和○年○月○日
○○県民センター建築指導課（○○係長）
確認済

	[bookmark: _GoBack]番号
	法　　　令　　　等
	適用の
有　無
	内　　　容
	調　整　状　況

	39
	文化財保護法
	　無
	□史跡名勝天然記念物（国指定）
☑埋蔵文化財包蔵地
	令和○年○月○日
市教育委員会（○○係長）
協議中

	40
	茨城県文化財保護条例
	有　
	□史跡名勝天然記念物（県指定）
	令和○年○月○日
市教育委員会（○○係長）確認済

	41
	大気汚染防止法
	有　
	□ばい煙発生施設等
	令和○年○月○日
○○県民センター環境・保安課（○○係長）確認済

	42
	水質汚濁防止法
	有　
	□特定施設
	令和○年○月○日
○○県民センター環境・保安課（○○係長）確認済

	43
	騒音規制法
	有　
	□特定施設
	令和○年○月○日
市○○課
確認済

	44
	振動規制法
	有　
	□特定施設
	令和○年○月○日
市○○課
確認済

	45
	茨城県生活環境の保全等に関する条例
	有　
	□○○
※該当する内容を記載
	令和○年○月○日
○○県民センター環境・保安課（○○係長）確認済

	46
	茨城県霞ケ浦水質保全条例
	有　
	□霞ヶ浦指定施設
	令和○年○月○日
○○県民センター環境・保安課（○○係長）確認済

	47
	大規模小売店舗立地法
	有　
	□大規模小売店舗の新設
	令和○年○月○日
県中小企業課（○○係長）確認済

	48
	太陽光発電施設の適正な設置・管理に関する
ガイドライン
	　無
	
☑太陽光発電施設の設置
	令和○年○月○日
市○○課
事業概要書提出済

	49
	港湾法
	　無
	☑港湾区域内や港湾隣接地域内での水域又は土地の占有
	令和〇年〇月〇日
県港湾事務所○○事業所○○課（○○係長）
確認済

	50
	重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律
	有　
	□特別注視区域内対象市町村外の場合は、行の削除は行わず、斜線を引いてください。（他の関連法令も同様）

	対象市町村外

	51
	地域未来投資促進法
	有　
	□地域経済牽引事業計画
	令和○年○月○日
県立地推進課（○○係長）
確認済
（注）開発地域によっては、県立地整備課又は県技術革新課

	52
	その他
	　無
	※上記の関係法令以外で、必要な
手続がある場合は、ここに記載
	令和○年○月○日
○○○○
協議中


 ※　太陽光発電施設の設置のみの場合、33、41～47は記載不要
   　47は大規模小売店舗の新設、48は太陽光発電施設設置の場合のみ記載要
　　 50は対象地域（土浦市、小美玉市、阿見町）の場合は記載要
25
